
防衛省訓令第２７０号

社会保障・税番号制度システム整備費補助金交付要綱を

次のように定める。

令和６年６月２７日

防衛大臣 木原 稔

社会保障・税番号制度システム整備費補助金交付要綱

（通則）

第１条 社会保障・税番号制度システム整備費補助金（以

下「補助金」という。）の交付については、補助金等に

係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律

第１７９号。以下「適正化法」という。）、補助金等に

係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０

年政令第２５５号。以下「適正化法施行令」という。）

その他の法令に定めるもののほか、この訓令の定めると

ころによる。

（交付の目的）

第２条 補助金は、社会保険診療報酬支払基金（以下「支



払基金」という。）が行う社会保障・税番号制度の電子

資格確認等（国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２

号）第３６条第３項に規定する電子資格確認等をいう。

）を行うためのシステムの整備に関する事業（以下「補

助事業」という。）に要する経費を補助することにより、

同制度の円滑な施行に資することを目的とする。

（交付の事務）

第３条 補助金の交付に関する事務は、衛生監が行うもの

とする。

（交付の対象及び補助率）

第４条 補助金は、支払基金が行う補助事業を交付の対象

とする。

２ 補助金を交付する経費は、報酬、給料、職員手当等、

共済費、賃金、旅費、需用費、役務費、委託料、使用料、

賃借料、備品購入費及び手数料とする。

３ 補助金の交付額は、予算の範囲内において、前項に掲

げる経費の総額に１０分の１０を乗じて得た額の範囲内

とする。



（申請手続）

第５条 支払基金は、補助金の交付を受けようとするとき

は、別記第１号様式による補助金交付申請書を防衛大臣

に提出しなければならない。

２ 前項の補助金交付申請書には、別記第２号様式による

事業計画明細書を添付しなければならない。

（交付の決定）

第６条 防衛大臣は、前条の規定による補助金交付申請書

の提出があったときは、当該交付申請書の審査を行い、

補助金を交付すべきと認めたときは、原則として、当該

交付申請書が到達した日の翌日から起算して１月以内に

交付の決定を行うものとする。

２ 防衛大臣は、前項の決定に際して必要な条件を付すも

のとする。

３ 防衛大臣は、前２項の決定を行ったときは、その旨を

別記第３号様式による補助金交付決定通知書により支払

基金に通知するものとする。

（申請の取下げ）



第７条 支払基金は、交付の決定の内容又はこれに付され

た条件に対して不服があることにより、補助金の交付の

申請を取り下げようとするときは、前条第３項の規定に

よる補助金の交付の決定の通知を受けた日から起算して

１５日以内にその旨を記載した書面を防衛大臣に提出し

なければならない。

（契約等）

第８条 支払基金は、補助事業を遂行するため、売買、請

負その他の契約をする場合は、一般の競争に付さなけれ

ばならない。ただし、補助事業の運営上、一般の競争に

付することが困難又は不適当である場合は、指名競争に

付し、又は随意契約をすることができる。

（補助事業計画の変更）

第９条 支払基金は、補助事業の内容を変更しようとする

とき又は補助事業に要する経費の配分を変更しようとす

るときは、あらかじめ、別記第４号様式による補助事業

計画変更承認申請書を防衛大臣に提出し、その承認を受

けなければならない。



２ 防衛大臣は、前項の承認を行う場合において、必要に

応じ交付の決定の内容を変更し、又は条件を付すること

ができる。

（補助事業の中止又は廃止）

第１０条 支払基金は、補助事業を中止又は廃止しようと

するときは、別記第５号様式による補助事業中止（又は

廃止）承認申請書を防衛大臣に提出し、その承認を受け

なければならない。

（事業遅延の届出）

第１１条 支払基金は、補助事業が予定の期間内に完了し

ない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合におい

ては、速やかに別記第６号様式による補助事業事故報告

書を防衛大臣に提出し、その指示を受けなければならな

い。

（状況報告）

第１２条 支払基金は、補助事業の遂行及び収支の状況に

ついて、防衛大臣の要求があったときは、速やかに、別

記第７号様式による補助事業状況報告書を提出しなけれ



ばならない。

（実績報告）

第１３条 支払基金は、補助事業が完了したとき（第１０

条の規定により補助事業の中止又は廃止の承認（以下こ

の条において「中止廃止承認」という。）を受けたとき

を含む。）は、その日（中止廃止承認を受けた場合には、

当該中止廃止承認の通知を受理した日）から起算して１

月を経過した日又は当該日の属する国の会計年度の翌年

度の４月１０日のいずれかの早い日までに、別記第８号

様式による補助事業実績報告書を防衛大臣に提出しなけ

ればならない。

（補助金の額の確定等）

第１４条 防衛大臣は、前条の規定による補助事業実績報

告書の提出を受けた場合には、当該実績報告書の審査を

行い、その報告に係る補助事業の実施結果が、補助金の

交付の決定の内容（第９条の規定による承認をした場合

は、その承認された内容）及びこれに付した条件に適合

すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、



別記第９号様式による補助金額確定通知書により支払基

金に通知するものとする。

２ 防衛大臣は、支払基金に交付すべき補助金の額を確定

した場合において、既にその額を超える補助金が交付さ

れているときは、その超える部分の補助金の返還を支払

基金に命ずるものとする。

（交付の決定の取消等）

第１５条 防衛大臣は、第１０条の規定による補助事業の

中止若しくは廃止の申請があった場合又は次に掲げる場

合には、第６条の交付の決定の全部若しくは一部を取り

消し、又は変更することができる。ただし、第４号の場

合において、補助事業のうち既に経過した期間に係る部

分については、この限りでない。

⑴ 支払基金が、適正化法、適正化施行令その他の法令

若しくはこの訓令の規定又はこれらに基づく防衛大臣

の処分若しくは指示に違反した場合

⑵ 支払基金が、補助金を補助事業以外の用途に使用し

た場合



⑶ 支払基金が、補助事業に関して、不正、怠慢その他

不適切な行為をした場合

⑷ 天災地変その他補助金の交付の決定後に生じた事情

の変更により補助事業の全部又は一部を継続する必要

がなくなった場合その他の理由により補助事業を遂行

することができない場合（支払基金の責に帰すべき補

助事業による場合を除く。）

２ 防衛大臣は、前項の規定により補助金の交付の決定の

取消しを行った場合は、支払基金に対し、交付した補助

金の全部又は一部の返還を命ずるものとする。

（収益納付）

第１６条 防衛大臣は、支払基金に、補助事業の完了によ

り相当の収益が生ずると認められる場合は、補助金の交

付の目的に反しないときに限り、交付した補助金の全部

又は一部を国に納付させることがある。

（財産の管理等）

第１７条 支払基金は、補助事業により取得し、又は効用

の増加した財産（以下「取得財産」という。）について



は、補助事業の完了後においても善良な管理者の注意を

もって管理し、補助金の交付の目的に従って、その効率

的な運用を図らなければならない。

２ 取得財産を処分することにより、収入があり又はある

と見込まれるときは、その収入の全部又は一部を国に納

付させることがある。

（財産の処分の制限）

第１８条 支払基金は、取得価格が１個又は１組３０万円

以上の取得財産については、防衛大臣の承認を受けない

で補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、

貸し付け、担保に供し、又は廃棄してはならない。

（補助金の経理）

第１９条 支払基金は、補助事業に係る収入及び支出を明

らかにした帳簿を備え、かつ、当該収入及び支出につい

ての証拠書類を整理し、当該補助事業の完了又は廃止の

日の属する国の会計年度の翌年度から起算して５年間保

存しなければならない。ただし、取得価格が１個又は１

組３０万円以上の取得財産がある場合は、前記の保存期



間を経過後、当該取得財産の財産処分が完了する日まで

保管しておかなければならない。

（概算払）

第２０条 支払基金は、補助金について概算払を受けよう

とするときは、概算払請求書を防衛大臣に提出するもの

とする。

（電磁的記録）

第２１条 適正化法第２６条の２に規定する電磁的記録は、

電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によって認識す

ることができない方式で作られる記録であって、防衛大

臣の使用に係る電子計算機による情報処理の用に供する

ことができるものとする。

（電磁的方法）

第２２条 適正化法第２６条の３第１項に規定する電磁的

方法は、電子情報処理組織による申請等として防衛省関

係法令に係る情報通信技術を活用した行政の推進等に関

する法律施行規則（平成１５年内閣府令第６９号）第４

条各項に規定する方法とする。



（委任規定）

第２３条 この要綱の実施に関し必要な事項は、衛生監が

定める。

附 則

この訓令は、令和６年６月２７日から施行する。



別記第１号様式（第５条関係）

補助金交付申請書

年 月 日

防衛大臣 殿

住 所

基 金 名

氏 名

○○年度において、下記のとおり（事業名等）を実施したいので、社会保

障・税番号制度システム整備費補助金交付要綱により補助金の交付を申請す

る。

記

１ 事 業 の 概 要：

２ 補 助 金 交 付 申 請 額： 円

３ 事業の目的・内容及び経費配分：事業計画明細書に記載のとおり

４ 事 業 実 施 予 定 期 日： 年 月 日

添付書類：事業計画明細書



別記第２号様式（第５条関係）

事 業 計 画 明 細 書

１ 事業の目的・内容

事業の目的・内容 補助申請額

自己資金（※）

２ 経費の区分及び算出基礎等

経費の区分 所要額 内 訳 算 出 基 礎

（円） 補助金の額 自己資金

（円） （円）

報酬

給料

職員手当等

共済費

賃金旅費

需用費

役務費

委託料

使用料

賃借料

備品購入費

手数料

計

３ 事業に関して生ずる収入金

（※）自己資金については、以下の表に、具体的な調達方法を明記願います。

調達方法内訳 金額

自己資金合計額

項　目 金　額

円

合　計 円



別記第３号様式（第６条関係）（表面）

文 書 番 号

年 月 日

補助金交付決定通知書

（基 金 名） 殿

防 衛 大 臣

○○年○○月○○日に貴基金より申請された社会保障・税番号制度システム整備費補助金

については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号。

以下「適正化法」という。）第６条第１項（又は第３項）の規定により、下記のとおり

交付することを決定したので、適正化法第８条の規定により通知する。

記

１ 交付決定金額

金 円

２ 補助金の交付の条件は、次のとおりとする。

⑴ 補助事業を遂行するための契約の締結及び支払を行うときは、国の契

約及び支払に関する規定の趣旨に従い、公平かつ最小の費用で最大の効

果をあげられるように費用の効率的な使用に努めなければならないこと。

⑵ 補助事業の内容の変更をしようとするとき又は補助事業に要する経費

の配分を変更しようとするときは、あらかじめ、補助事業計画変更承認

申請書を防衛大臣に提出し、その承認を受けなければならないこと。

⑶ 補助事業を中止又は廃止しようとするときは、補助事業中止（又は廃止

）承認申請書を防衛大臣に提出し、その承認を受けなければならないこと。

⑷ 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難と

なった場合においては、速やかに補助事業事故報告書を防衛大臣に提出し、

その指示を受けなければならないこと。

⑸ 補助事業の完了により相当の収益が生ずると認められる場合は、補助金

の交付の目的に反しないときに限り、交付した補助金の全部又は一部を国

に納付させることがあること。

⑹ 補助事業により取得し、又は効用の増加した財産（以下「取得財産」と

いう。）については、補助事業の完了後においても善良な管理者の注意を

もって管理し、補助金の交付の目的に従って、その効率的な運用を図らな

ければならないこと。



別記第３号様式（裏面）

⑺ 取得財産を処分することにより、収入があり又はあると見込まれると

きは、その収入の全部又は一部を国に納付させることがあること。

⑻ 取得財産のうち、取得価格が1個又は１組３０万円以上のものについて

は、防衛大臣の承認を受けないで補助金の交付の目的に反して使用し、

譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、又は廃棄してはならないこと。

⑼ 補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、かつ、当該

収入及び支出についての証拠書類を整理し、当該補助事業の完了又は廃

止の日の属する国の会計年度の翌年度から起算して５年間保存しなけれ

ばならないこと。ただし、取得価格が１個又は１組３０万円以上の取得

財産がある場合は、前記の保存期間を経過後、当該取得財産の財産処分

が完了する日まで保管しておかなければならないこと。

３ 適正化法第９条第１項の規定による申請の取下げをすることができる期

限は、交付の決定の通知を受けた日から起算して１５日以内とする。



別記第４号様式（第９条関係）

補 助 事 業 計 画 変 更 承 認 申 請 書

年 月 日

防衛大臣 殿

住 所

基 金 名

氏 名

○○年○○月○○日付け防人衛第○○○号で補助金の交付の決定の通知が

あった（事業名等）の実施について、下記の理由により事業の内容、経費の

配分又はその両方を変更したいので、関係書類を添えて申請する。

記

事業の内容・経費の配布の変更理由

以 上

注： 関係書類は、補助金交付申請書又は補助事業計画変更承認申請書に添付

された書面の各葉のうち、補助事業の計画の変更に伴い変更を必要とする

事項が記入されている書面について、変更前と変更後の補助事業の計画の

相違を容易に比較対照できるよう所要の修正を加えたものとする。



別記第５号様式（第１０条関係）

補助事業中止（又は廃止）承認申請書

年 月 日

防衛大臣 殿

住 所

基 金 名

氏 名

○○年○○月○○日付け防人衛第○○○号で補助金の交付の決定の通知が

あった（事業名等）の実施について、下記の理由により事業中止（又は廃止

）をしたいので、承認されたく申請する。

記

中止（又は廃止）の理由

以 上



別記第６号様式（第１１条関係）

補助事業事故報告書

年 月 日

防衛大臣 殿

住 所

基 金 名

氏 名

○○年○○月○○日付け防人衛第○○○号で補助金の交付の決定の通知が

あった（事業名等）の実施について、下記の理由により補助事業が予定の期

間内に完了しないこと（又は補助事業の遂行が困難）となりましたので、下

記のとおり報告する。

記

１ 予定の期間内に完了しない（又は遂行が困難な）理由

２ 遅延する事業の内容

以 上



別記第７号様式（第１２条関係）

補助事業状況報告書

年 月 日

防衛大臣 殿

住 所

基 金 名

氏 名

○○年○○月○○日付け防人衛第○○○号で補助金の交付の決定の通知が

あった（事業名等）について、○○年○○月○○日現在の遂行状況を下記の

とおり報告する。

記

○○年○○月○○日現在の事業遂行状況

以 上



別記第８号様式（第１３条関係）

補 助 事 業 実 績 報 告 書

年 月 日

防衛大臣 殿

住 所

基 金 名

氏 名

○○年○○月○○日付け防人衛第○○○号で補助金の交付の決定の通知が

あった（事業名等）を完了したので、下記のとおり報告する。

記

１ 事業の概要：

２ 事 業 実 施 日： 年 月 日

３ 事業の支払実績額

経費の区分 支払実績額

報酬

給料

職員手当等

共済費

賃金

旅費

需用費

役務費

委託料

使用料

賃借料

備品購入費

手数料

合計額

４ 事業の成果：

添付書類：１ 支払明細書

２ 領収書原本



別記第９号様式（第１４条関係）

文 書 番 号

年 月 日

補助金額確定通知書

（基 金 名） 殿

防 衛 大 臣

○○年○○月○○日付け補助事業実績報告書について審査した結果、補助金交付決定通

知書（防人衛第○○○号。○○年○○月○○日）により通知した補助金の額を下記のとお

り確定したので、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１

７９号）第１５条の規定により通知します。

記

確定補助金額： 円


